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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２．第60期中の中間純損失（△）は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

あります。 

     ３．第60期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

    ４．第60期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

売上高 (百万円) 87,363 88,019 91,879 174,133 180,859 

経常利益 (百万円) 3,816 4,737 4,774 7,319 9,411 

中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△） 
(百万円) 1,669 2,050 △796 3,131 4,419 

純資産額 (百万円) 71,061 73,174 80,054 72,220 75,382 

総資産額 (百万円) 130,376 132,187 137,382 131,337 143,078 

１株当たり純資産額 (円) 1,723.73 1,774.62 1,781.16 1,750.72 1,827.12 

１株当たり中間(当期)純

利益金額又は１株当たり

中間純損失金額（△）  

(円) 40.50 49.71 △19.31 74.94 106.01 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) 40.49 49.71 － 74.92 106.01 

自己資本比率 (％) 54.5 55.4 53.5 55.0 52.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △910 3,992 △354 3,612 12,375 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △580 △5,652 △4,685 △1,767 △5,896 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △728 △1,418 △1,824 △1,806 △3,592 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(百万円) 37,024 36,202 36,954 39,280 43,818 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

2,684 

(4,750)

2,457 

(4,889)

2,626 

(5,440)

2,597 

(4,779)

2,673 

(5,123)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２．第60期中の中間純損失（△）は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

あります。 

    ３．第60期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

売上高 (百万円) 67,407 66,983 65,048 132,038 130,790 

経常利益 (百万円) 2,646 3,372 3,483 4,430 5,633 

中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△） 
(百万円) 1,283 1,651 △840 2,079 2,828 

資本金 (百万円) 6,893 6,893 6,893 6,893 6,893 

発行済株式総数 (株) 41,609,996 41,609,996 41,609,996 41,609,996 41,609,996 

純資産額 (百万円) 64,666 65,732 64,783 65,158 66,749 

総資産額 (百万円) 103,400 104,222 103,034 102,095 104,947 

１株当たり純資産額 (円) 1,568.60 1,594.16 1,571.25 1,579.91 1,618.28 

１株当たり中間(当期)

純利益又は１株当たり

中間純損失（△） 

(円) 31.13 40.04 △20.37 49.87 67.97 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) 31.12 40.04 － 49.85 67.97 

１株当たり配当額 (円) 8.50 15.00 15.00 40.00 50.00 

自己資本比率 (％) 62.5 63.1 62.9 63.8 63.6 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

2,116 

(3,179)

1,963 

(3,259)

1,895 

(3,265)

2,023 

(3,177)

1,921 

(3,245)



２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の移動はありません。 

４【従業員の状況】 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（１人８時間当たり１日換算）は、当中間連結会計期間の平均人員

を（  ）外数で記載しております。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（１人８時間当たり１日換算）は、当中間会計期間の平均人員を

（  ）外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 （注）１．オールレオユニオンは㈱レオの組合を引継いでおります。  

        ２．マックハウスユニオンとオールレオユニオンは平成18年11月15日をもって統合いたしました。  

なお、統合後の名称はマックハウスユニオンとなります。          

 (1）連結会社の状況                                  平成18年８月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

靴部門 1,539（2,924） 

玩具部門  126（ 300） 

衣料品部門 595（2,159） 

その他部門 6（  10） 

管理部門 333（  45） 

卸売部門 27（   2） 

合計     2,626（5,440） 

 (2）提出会社の状況                                  平成18年８月31日現在

従業員数（人） 1,895（3,265）  

① 提出会社 

区分 ㈱チヨダ 

名称 チヨダユニオン  

上部団体名 ＵＩゼンセン同盟・専門店ユニオン連合会 

結成年月日 昭和48年７月20日 

組合員数   1,784人 

労使関係 労使関係は円満に推移しております。 

② 国内子会社 

区分 ㈱マックハウス 

名称 マックハウスユニオン オールレオユニオン 

上部団体名 ＵＩゼンセン同盟・専門店ユニオン連合会 ＵＩゼンセン同盟 

結成年月日 平成12年３月14日 昭和62年７月13日 

組合員数     510人     178人 

労使関係 労使関係は円満に推移しております。 労使関係は円満に推移しております。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）当中間連結会計期間の概要 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善、雇用環境の改善、個人所得の増加等により景気回復

基調が続く状況で推移いたしました。一方、当社グループが属する小売業界におきましては、個人消費の回復により

一部に明るさが見られるものの、地方まで含めた全国ベースでの消費回復は未だ確認されておらず、出店競争、価格

競争の激化により依然として厳しい状況が続いております。 

 このような状況下、当社グループは収益力が高く市場占有率の高い靴部門と衣料品部門に注力する「選択と集中」

の経営を推進してまいりました。 

 靴部門におきましては、郊外型大型店「シュープラザ」を中心に新規出店を展開する一方、「チヨダ」及び「ＳＰ

Ｃ」のテナント出店を活発に実施いたしました。またＰＢ（プライベートブランド）商品の強化を引き続き推進し、

6月度には「セダークレスト」ブランドを全国一斉発売するなど粗利益率向上に努めたほか、積極的な不採算店の閉

鎖及び転貸を実施する等の施策を実施いたしました。 

 また玩具部門におきましては、不採算店閉鎖を推進するとともに、販売費及び一般管理費の抑制に努力を傾注いた

しました。 

 衣料品部門である連結子会社㈱マックハウスにおきましては、合併によるシナジー効果の追求、諸々の販売力強化

策を実施するとともに、積極的な新規出店の実施、不採算店閉鎖等を行いました。なお衣料品部門では、昨年の㈱レ

オとの合併により、全店ベースの売上が前年同期に対して底上げされております。 

 当中間連結会計期間において、当社は靴部門の「シュープラザ」14店を中心として33店新規出店し、また契約満了

店、転貸及び業種変更等を含めて25店を閉鎖いたしました。また衣料品部門である連結子会社㈱マックハウスは、23

店を新規出店し、18店を閉鎖いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間末の当社グループの店舗数は、靴部門1,062店（前年同期比14店増）、玩具部門130

店（同26店減）、衣料品部門489店（同83店増）、その他部門4店（同4店減）の合計1,685店（同67店増）となりまし

た。 

 当中間連結会計期間の当社グループの売上高につきましては、主力の靴部門、衣料品部門の既存店が天候不順の影

響等により苦戦し、91,879百万円（前年同期比4.4％増）となりました。売上高の内訳は、靴部門が59,679百万円

（前年同期比1.4％減）、玩具部門は5,305百万円（同13.9％減）、衣料品部門は26,780百万円（同27.4％増）、その

他部門は113百万円（同63.6％減）となりました。 

 損益面におきましては粗利益率は改善したものの、新規出店の強化等により販売費及び一般管理費が増加し、営業

利益は4,317百万円（前年同期比1.9％増）、経常利益は4,774百万円（同0.8％増）にとどまり、減損会計適用による

減損損失3,745百万円等を計上した結果、中間純損失は796百万円となりました。 

 なお事業部門別の業績の概況は次のとおりであります。 

＜靴部門＞ 

 当中間連結会計期間における靴部門の売上高は、「シュープラザ」を中心として積極的な新規出店を実施したもの

の、天候不順による春・夏物及びサンダルの不振、ブランドスニーカーの販売数量減・単価下落により既存店売上が

想定以上に苦戦し、小幅減収となりました。 

 商品面におきましては紳士靴及びウォーキングスニーカーの中級価格ＰＢ「ハイドロテック」シリーズが堅調に推

移したほか、低価格ＰＢスニーカー「バイオフィッター」が好調に販売数量を伸ばしました。また6月度には「セダ

ークレスト」ブランドの紳士靴及びスニーカーを全国一斉発売し積極的なマーケティング活動を展開いたしました。

 しかしながら天候不順と市況の変調により、紳士靴部門及び婦人靴部門の春・夏物商材の苦戦、サンダルの不振、

構成比の高いブランドスニーカー部門等が苦戦いたしました。 

 粗利益率は値入率の高いＰＢ商品の拡大により着実に向上しましたが、経費面では新規出店が前年同期と比較して

高水準で推移したため、販売費及び一般管理費が微増いたしました。この結果、営業利益は、前年同期とほぼ同水準

の微減となりました。 



＜玩具部門＞ 

 当中間連結会計期間における玩具部門の売上高は、既存店売上はプラスとなりましたが、店舗閉鎖の影響により大

幅な減収となりました。商品面におきましては平成18年３月発売の「ニンテンドーＤＳライト」がヒット商品となり

ましたが、女児玩具・男児玩具では特筆すべき売れ筋商品がなくゲーム機依存の売上となりました。 

 粗利益率は「ニンテンドーＤＳライト」の低値入率が影響し前年同期を大きく下回る一方、経費面では不採算店閉

鎖に伴い販売費及び一般管理費が減少しました。営業利益は、粗利益率の大幅低下が響き前年同期比で赤字幅を拡大

させる結果となりました。 

＜衣料品部門＞ 

 当中間連結会計期間における衣料品部門㈱マックハウスの売上高は、天候不順を主因として既存店売上が苦戦した

ものの、㈱レオの上半期売上が上乗せされたことにより増収となりました。商品面におきましては、差別化に向けナ

ショナルプライベートブランドとＰＢ商品強化を図るとともに、幅広い客層に対応できるようビッグ＆スモールサイ

ズ展開を強化し顧客の利便性向上に努めました。 

 粗利益率は、ＰＢ商品強化が奏効し更なる改善が図られましたが、経費面におきましては、販売費及び一般管理費

が増加し、営業利益は微増にとどまりました。 

＜その他部門＞ 

 当中間連結会計期間におけるバッグ専門店「バッグランド」につきましては、全体に与える影響が極めて軽微であ

るため、記載を省略いたします。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は354百万円（前年同期は3,992百万円の収入）となりました。 

 これは主に「税金等調整前中間純利益」474百万円、「減損損失」3,745百万円等による増加と、「仕入債務の減少

額」3,511百万円、「法人税等の支払額」3,088百万円等の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は4,685百万円（前年同期は5,652百万円の支出）となりました。 

 これは主に新規出店に伴う「有形固定資産の取得による支出」831百万円及び、「保証金及び敷金の差入による支

出」1,053百万円、「投資有価証券の取得による支出」2,185百万円等の支出と、店舗の閉鎖による「保証金及び敷金

の回収による収入」655百万円等の収入によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,824百万円（前年同期は1,418百万円の支出）となりました。 

 これは主に「長期借入れによる収入」1,000百万円等の収入と、「長期借入金の返済による支出」1,214百万円、

「配当金の支払額」1,436百万円等による支出によるものであります。 

 この結果、「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、36,954百万円（前年同期比751百万円増）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 なお、地区別の売上状況は次のとおりであります。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

靴部門（百万円） 59,679 98.6 

玩具部門（百万円） 5,305 86.1 

衣料品部門（百万円） 26,780 127.4 

その他部門（百万円） 113 36.4 

合計（百万円） 91,879 104.4 

地区別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

靴部門   

北海道・東北地区 

（百万円） 
8,103 97.2 

関東地区（百万円） 20,899 101.1 

中部地区（百万円） 8,920 93.4 

近畿地区（百万円） 8,190 97.2 

中国地区（百万円） 3,366 104.5 

四国地区（百万円） 1,689 94.6 

九州地区（百万円） 8,510 99.5 

計（百万円） 59,679 98.6 

玩具部門   

北海道・東北地区 

（百万円） 
1,210 78.5 

関東地区（百万円） 1,892 91.4 

中部地区（百万円） 954 83.6 

近畿地区（百万円） 338 84.8 

中国地区（百万円） 334 84.8 

四国地区（百万円） 363 96.0 

九州地区（百万円） 211 89.5 

計（百万円） 5,305 86.1 

 



 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地区別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

衣料品部門   

北海道・東北地区 

（百万円） 
4,258 106.9 

関東地区（百万円） 9,123 226.2 

中部地区（百万円） 3,817 100.1 

近畿地区（百万円） 3,509 106.8 

中国地区（百万円） 1,734 104.4 

四国地区（百万円） 961 92.1 

九州地区（百万円） 3,376 105.8 

計（百万円） 26,780 127.4 

その他部門   

北海道・東北地区 

（百万円） 
27 45.6 

関東地区（百万円） 60 26.7 

中部地区（百万円） 25 103.3 

計（百万円） 113 36.4 

合計（百万円） 91,879 104.4 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

靴部門（百万円） 34,710 95.8 

玩具部門（百万円） 3,731 91.4 

衣料品部門（百万円） 14,902 132.1 

その他部門（百万円） 60 54.8 

合計（百万円） 53,405 103.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、計画・完成した主な設備は次のとおりであります。 

① 提出会社 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の[ ]は、臨時従業員を外書しております。 

３．上記のほか、業態変更２店舗がありますが、売場面積の異動はありません。 

４．ＴＳ－北海道、東北、関東、中部地区の靴の郊外型店舗。東京靴流通センターの略称。 

ただし、関西、中・四国、九州地区においてはザ・シューズの略称。 

ＳＰＣ－靴のヤングターゲット型店舗。 

ＳＰ－靴の郊外型店舗。シュープラザチヨダの略称。 

② 国内子会社 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の[ ]は、臨時従業員を外書しております。 

３．ＭＨ－マックハウスの略称。 

ＧＷ－ゴールウェイの略称。 

ＯＪ－アウトレットジェイの略称。 

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

靴部門         

ＴＳ小倉駅前店 福岡県 店舗 3 － － 5 9 
1
[ 1] 

金山ダイエー店 愛知県 〃 7 － － 3 11 
2
[ 1] 

ＳＰＣプラリバ店 福岡県 〃 12 － － 7 20 
2
[ 2] 

東大島ダイエー店 東京都 〃 8 － － 5 13 
2
[ 1] 

ＴＳ川越的場店 埼玉県 〃 6 － － 9 15 
3
[ 2] 

坂戸店 〃 〃 13 － － 8 22 
2
[ 2] 

ＴＳ京成大久保店 千葉県 〃 3 － － 8 11 
1
[ 2] 

ＳＰ盛岡シティ青山店 岩手県 〃 5 － － 11 17 
1
[ 2] 

ＳＰＣニューポートひた
ちなか店 

茨城県 〃 22 － － 9 31 
3
[ 2] 

会社名 
事業所名 

所在地 
設備の 
内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

㈱マックハウス         

衣料部門         

ＭＨダイエー和歌山店 和歌山県 店舗 0 － － 5 5 
1
[ 6] 

ＧＷヨークタウン足利店 栃木県 〃 1 － － 14 15 
2
[ 5] 

ＯＪ相模原千代田店 神奈川県 〃 0 － － － 0 
1
[ 4] 



２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）前連結会計年度末（平成18年２月28日）現在において、実施中又は計画中であった設備の新設、重要な拡充若し

くは改修のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりであります。 

① 提出会社 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の投資額には、保証金及び敷金の金額を含めております。 

３．ＣＣ－プライベートブランド「セダークレスト」の専門店舗。セダークレストの略称。 

ＳＰ－靴の郊外型店舗。シュープラザチヨダの略称。 

ＴＳ－北海道、東北、関東、中部地区の靴の郊外型店舗。東京靴流通センターの略称。 

ただし、関西、中・四国、九州地区においてはザ・シューズの略称。 

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

投資額 
（百万円） 

完了年月 
売場面積 
（㎡） 

靴部門      

ＣＣ原宿店 東京都  店舗 12 平成18年３月 42.3

ＣＣ吉祥寺店 〃 〃 39 〃 88.6

ＳＰ熊本インター店 熊本県 〃 78 〃 612.9

ＳＰ西風新都店 広島県 〃 60 〃 746.8

ＴＳ博多筑紫口店 福岡県 〃 7 〃 91.9

ＳＰ水戸姫子店 茨城県 〃 88 〃 1,375.9

ＳＰ東大和ダイエー店 東京都 〃 15 〃 474.4

会津若松アピタ店(会津若松店よ
り名称変更） 

福島県  〃 30 〃 167.6

ＳＰ敦賀店 福井県 〃 48 〃 597.0

光明池ダイエー店 大阪府 〃 10 平成18年４月 208.9

ＴＳメイプル水沢店 岩手県 〃 4 〃 376.9

ＳＰ磐田店 静岡県 〃 43 〃 691.6

ＳＰ仙台鈎取店 宮城県 〃 38 〃 519.3

ＴＳサンライン上田店 長野県 〃 12 〃 585.0

ＳＰ浦添ショッピングセンター店 沖縄県 〃 23 〃 455.9

ＳＰ仙台市名坂店 宮城県 〃 43 平成18年５月 533.6

ＳＰ久留米合川店（ＳＰ久留米北
店より名称変更） 

福岡県 〃 60 〃 594.4

ＳＰ三木店 兵庫県 〃 39 〃 605.4

ＳＰ湘南藤沢店 神奈川県 〃 89 〃 463.8

和歌山ダイエー店 和歌山県 〃 11 平成18年６月 229.9

ＳＰ足利ヨークタウン店（ＳＰ足
利ヨークベニマル店より名称変
更） 

栃木県 〃 26 〃 590.4

まるひろ南浦和店（南浦和店より
名称変更） 

埼玉県 〃 20 〃 235.7



② 国内子会社 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の投資額には、保証金及び敷金の金額を含めております。 

３．ＭＨ－マックハウスの略称。 

ＯＪ－アウトレットジェイの略称。 

ＧＷ－ゴールウェイの略称。 

ＢＢ－ブルーベリーの略称。 

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

投資額 
（百万円） 

完了年月 
売場面積 
（㎡） 

㈱マックハウス      

衣料品部門      

ＭＨキャスパル松江店 島根県 店舗 9 平成18年３月 518.3

ＯＪ小田原シティモールクレッセ
店 

神奈川県 〃 63 〃 1,079.3

ＭＨイオン新大館ショッピングセ
ンター店 

秋田県 〃 10 〃 262.0

ＯＪラパーク金沢店 石川県 〃 7 〃 683.1

ＯＪ高の原サンタウンプラザすず
らん館店 

奈良県 〃 7 〃 734.0

ＧＷ多摩境店 東京都 〃 46 〃 665.2

ＯＪイオンスーパーセンター手稲
山口店 

北海道 〃 12 平成18年４月  319.0

ＯＪいわきエブリア店 福島県 〃 8 〃 585.7

ＯＪ鎌ヶ谷ショッピングプラザ店 千葉県 〃 12 〃 637.1

ＧＷ太田小舞木店 群馬県 〃 30 〃 610.2

ＢＢピフレ新長田店 兵庫県 〃 0 〃 90.8

ＢＢショッパーズモール泉佐野店 大阪府 〃 9 〃 173.9

ＢＢ岡山ドレミの街店 岡山県 〃 6 〃 159.9

ＭＨ小林店 宮崎県 〃 25 〃 582.3

ＯＪ小倉曽根店 福岡県 〃 9 〃 882.5

ＭＨヨークタウン市名坂店 宮城県 〃 27 平成18年５月 456.7

ＧＷ柏光ヶ丘店 千葉県 〃 28 〃 663.3

ＧＷバリュープラザ上尾愛宕店 埼玉県 〃 15 平成18年６月 617.3

ＯＪイトーヨーカドー川口駅前店 〃 〃 8 〃 1,113.9

ＭＨ鳴門店 徳島県 〃 30 〃 477.7

本部 東京都  
商品管理
システム 
構築  

235 平成18年３月  －



(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

① 提出会社 

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

投資予定額 
（百万円） 資金 

調達方法

着手及び完了予定年月 年間 
売上 
予定 
(百万円)総額 既支払額 着手 完了 

靴部門         

下総中山店 千葉県 店舗 15 － 自己資金 平成18年３月 平成18年９月 80

西川口イトーヨーカ
ドー店 

埼玉県 〃 14 － 〃 平成18年８月 〃 80

小平ダイエー店 東京都 〃 18 － 〃 〃 〃 120

ＳＰ高知店 高知県 〃 40 14 〃 平成18年４月 〃 160

５５８８古河店 茨城県 〃 20 6 〃 平成18年６月 〃 80

ＳＰＣ稲毛サティ店 千葉県 〃 22 － 〃 平成18年８月 〃 100

ＳＰビバモール加須
店 

埼玉県 〃 94 － 〃 〃 平成18年10月 160

各務原アピタ店 岐阜県 〃 16 － 〃 〃 〃 70

ＳＰＣ立川ダイエー
店 

東京都 〃 20 － 〃 〃 〃 130

ＳＰメイトピアダイ
エー店 

愛知県 〃 24 － 〃 〃 〃 120

ＳＰ海老名ダイエー
店 

神奈川県 〃 32 20 〃 〃 〃 150

ＳＰ札幌菊水店 北海道 〃 44 3 〃 平成18年４月 平成18年11月 140

ＳＰ福山蔵王店 広島県 〃 83 35 〃 平成18年８月 〃 200

ＣＣ武蔵村山ダイヤ
モンドシティ店 

東京都 〃 24 － 〃 〃 〃 80

ＴＳ瀬戸西店 愛知県 〃 7 － 〃 〃 〃 80

ＳＰホームズ蘇我店 千葉県 〃 35 － 〃 〃 〃 160

ＳＰＣ新鎌ヶ谷店 〃 〃 26 － 〃 〃 〃 120

ＳＰＣ南大沢店 東京都 〃 12 12 〃 平成18年６月 〃 100

ＳＰ新潟西アピタ店 新潟県 〃 14 4 〃 平成18年７月 〃 80

ＴＳ川崎坂戸店 神奈川県 〃 30 － 〃 平成18年８月 〃 160

ＳＰミエル川口店 埼玉県 〃 24 － 〃 〃 平成18年12月  120

ＴＳ西葛西店 東京都 〃 9 － 〃 〃 〃 100

ＳＰ伊勢崎店 群馬県 〃 35 5 〃 平成18年５月 〃 150

ＳＰ網走駒場店 北海道 〃 36 20 〃 平成18年８月 〃 140

ＳＰフレスポ御所野
店 

秋田県 〃 50 － 〃 〃 〃 150

ＳＰフレスポ大洲店 香川県 〃 35 22 〃 平成18年６月 〃 150

ＳＰ荒尾店 熊本県 〃 37 － 〃 平成18年４月 〃 120

 



 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の投資予定額には、保証金及び敷金の金額を含めております。 

３．ＳＰ－靴の郊外型店舗。シュープラザチヨダの略称。 

ＳＰＣ－靴のヤングターゲット型店舗。 

ＣＣ－プライベートブランド「セダークレスト」の専門店舗。セダークレストの略称。 

ＴＳ－北海道、東北、関東、中部地区の靴の郊外型店舗。東京靴流通センターの略称。 

ただし、関西、中・四国、九州地区においてはザ・シューズの略称。 

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

投資予定額 
（百万円） 資金 

調達方法

着手及び完了予定年月 年間 
売上 
予定 
(百万円)総額 既支払額 着手 完了 

ＳＰ川内店 鹿児島県 店舗 40 2 自己資金 平成18年８月 平成18年12月 160

ロックタウン佐野店 栃木県 〃 10 － 〃 〃 平成19年２月 80

ＳＰＣ新潟万代シテ
ィ店 

新潟県 〃 22 － 〃 〃 平成19年３月 150

ロックタウン水戸南
店 

茨城県 〃 14 － 〃 〃 〃 150

ＳＰ守谷店 〃 〃 35 － 〃 〃 〃 160

ＴＳ船橋本町店 千葉県 〃 13 － 〃 〃 〃 120

ＳＰフレスポ西条店 愛媛県 〃 35 11 〃 平成18年６月 〃 120

ＳＰ佐渡店 新潟県 〃 28 － 〃 平成18年８月 平成19年４月 150

ＴＳ山形嶋店 山形県 〃 20 － 〃 〃 〃 80

ＳＰ橋本店 和歌山県 〃 35 5 〃 〃 〃 160

ＳＰフレスポ深堀店 長崎県 〃 32 － 〃 〃 〃 160

ＳＰフレスポ春日浦
店 

大分県 〃 20 － 〃 〃 〃 120

ＴＳ相馬店 福島県 〃 20 － 〃 〃 平成19年６月 80

ＴＳ笠間店 千葉県 〃 30 － 〃 〃 平成19年９月 100

ＳＰ須賀川店 福島県 〃 50 － 〃 〃 平成19年10月 150



② 国内子会社 

会社名 
事業所名 

所在地 
設備の 
内容 

投資予定額 
（百万円） 資金 

調達方法

着手及び完了予定年月 年間 
売上 
予定 
(百万円)総額 既支払額 着手 完了 

㈱マックハウス         

衣料品部門          

ＯＪ５５８８ＫＯＧ
Ａ店 

茨城県 店舗 8 8 自己資金 平成18年６月 平成18年９月 160

ＯＪ西神南セリオ店 兵庫県 〃 7 － 〃 平成18年９月 〃 140

ＯＪ徳島藍住店 徳島県 〃 18 10 〃 平成18年８月 〃 150

ＭＨ徳島大松店 〃 〃 30 21 〃 平成18年４月 平成18年10月 150

ＭＨ島原店 長崎県 〃 25 5 〃 平成18年５月 〃 130

ＯＪロックタウン熊
本荒尾店 

熊本県 〃 20 10 〃 平成18年７月 〃 130

ＭＨイオンタウン大
曲飯田ショッピング
センター店 

秋田県 〃 20 － 〃 平成18年９月 〃 130

ＯＪビバモール加須
店 

埼玉県 〃 24 － 〃 平成18年10月 〃 160

ＯＪメイトピア店 愛知県 〃 5 － 〃 平成18年９月 〃 130

ＯＪ富士吉田店 山梨県 〃 40 20 〃 平成18年７月 平成18年11月 180

ＧＷ草加中央プラザ
店 

埼玉県 〃 13 － 〃 平成18年９月 〃 170

ＯＪ大分佐伯店 大分県 〃 25 18 〃 平成18年５月 〃 140

ＭＨ石巻店 宮城県 〃 28 8 〃 平成18年８月 〃 160

ＭＨ枚方高野道ショ
ッピングセンター店 

大阪府 〃 30 － 〃 平成18年９月 〃 150

ＭＨアルプラザ鶴見
店 

岐阜県 〃 15 － 〃 平成18年10月 〃 150

ＯＪ愛媛大洲店 愛媛県 〃 35 23 〃 平成18年６月 平成18年12月 140

ＭＨ関店 岐阜県 〃 67 6 〃 平成18年３月 平成19年１月 200

ＯＪ佐賀兵庫店 佐賀県 〃 30 5 〃 平成18年５月 平成19年３月 150

ＭＨ姫路エビスショ
ッピングセンター店 

兵庫県 〃 30 5 〃 〃 〃 150

ＯＪフレスポ西条店 愛媛県 〃 35 11 〃 平成18年６月 〃 140

ＯＪマーケットシテ
ィ古河店 

茨城県 〃 32 5 〃 〃 〃 140

 



 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の投資額には、保証金及び敷金の金額を含めております。 

３．ＭＨ－マックハウスの略称。 

ＯＪ－アウトレットジェイの略称。 

ＧＷ－ゴールウェイの略称。 

(3）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
設備の 
内容 

投資予定額 
（百万円） 資金 

調達方法

着手及び完了予定年月 年間 
売上 
予定 
(百万円)総額 既支払額 着手 完了 

ＭＨ豊橋中央プラザ
店 

愛知県 店舗 15 － 自己資金 平成19年３月 平成19年４月 110

ＭＨ丸亀ＶＡＳＡＬ
Ａ店 

香川県 〃 30 － 〃 〃 〃 140

ＭＨフレスポ春日浦
店 

大分県 〃 30 － 〃 〃 〃 140

ＭＨ久留米店 福岡県 〃 40 － 〃 〃 〃 160

ＭＨ豊科店 長野県 〃 28 － 〃 〃 〃 140

本部  東京都 

追加商
品管理
システ
ム  

165 － 〃 平成18年３月 平成19年３月 －



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 110,150,000 

計 110,150,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年８月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年11月27日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,609,996 41,609,996 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 41,609,996 41,609,996 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成18年３月１日～ 

 平成18年８月31日 
－ 41,609,996 － 6,893 － 7,486 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッドから、平成18年４月17日付（報告義務発

生日 平成18年４月11日）で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので

上記「大株主の状況」には含めておりません。 

２．シュローダー投信投資顧問株式会社から、平成18年７月14日付（報告義務発生日 平成18年６月30日）で大量

保有報告書の変更報告書の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当中間会

計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので上記「大株主の状況」には含めて

おりません。 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

舟橋 政男 東京都杉並区 3,145 7.56 

株式会社中央商事 東京都杉並区成田東４－39－８ 2,998 7.21 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 2,930 7.04 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーサブアカウ

ントアメリカンクライアント 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E1

4 5NT UK 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

2,489 5.98 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 1,904 4.58 

舟橋 民男 東京都三鷹市 1,901 4.57 

チヨダ共栄会 東京都杉並区成田東４－39－８ 1,505 3.62 

有限会社大知 東京都杉並区上荻３－12－７ 1,400 3.36 

三菱商事株式会社 千代田区丸の内２－３－１ 1,172 2.82 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,001 2.41 

計 － 20,448 49.14 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

シルチェスター・インターナショナ

ル・インベスターズ・リミテッド 

英国ロンドン ダブリュー１ジェイ

６ティーエル、ブルトン ストリー

ト１、タイム アンド ライフ ビ

ル５階 

2,683 6.45 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内１－11－１ 1,608 3.87 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・ノースアメリカ・

リミテッド  

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ

ム・ストリート31 
153 0.37 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント・リミテッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ

ム・ストリート31 
21 0.05 

シュローダー・インベストメント・

マネージメント（シンガポール）リ

ミテッド 

シンガポール 049513、チュリア・

ストリート 65 OCBCセンター 
316 0.76 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。 

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個は含まれておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   379,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  41,171,700 411,703 － 

単元未満株式 普通株式   58,496 － － 

発行済株式総数       41,609,996 － － 

総株主の議決権 － 411,703 － 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社チヨダ 
東京都杉並区成田東

四丁目39番８号 
379,800 － 379,800 0.91 

計 － 379,800 － 379,800 0.91 

月別 平成18年３月 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 

最高（円） 3,210 3,330 3,240 2,810 2,680 2,835 

最低（円） 2,715 3,090 2,690 2,385 2,360 2,415 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   38,234   38,956   46,070  

２．受取手形及び売掛金    2,161   2,307   1,746  

３．たな卸資産   36,878   37,489   38,029  

４．繰延税金資産   676   763   859  

５．その他   1,949   2,186   2,221  

  貸倒引当金   △12   △13   △46  

流動資産合計   79,888 60.4  81,689 59.5  88,881 62.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物  7,254   5,864   7,377   

(2）機械装置及び運搬具  5   4   5   

(3）土地  3,184   1,886   3,326   

(4）その他  1,045 11,490  1,006 8,762  957 11,667  

２．無形固定資産   579   1,144   760  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  8,567   11,599   8,848   

(2）保証金及び敷金  27,901   28,184   28,867   

(3）繰延税金資産  2,192   3,058   2,373   

(4）その他  1,835   3,136   1,961   

  貸倒引当金  △267 40,228  △193 45,786  △281 41,768  

固定資産合計   52,298 39.6  55,693 40.5  54,196 37.9 

資産合計   132,187 100.0  137,382 100.0  143,078 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金    32,968   34,374   36,906  

２. ファクタリング債務  ※２  1,917   2,730   3,702  

３．１年以内返済予定の長期
借入金   2,283   1,868   1,898  

４．未払法人税等   2,392   2,046   3,244  

５．未払消費税等   341   256   397  

６．賞与引当金   766   829   754  

７．その他   4,009   4,003   3,729  

流動負債合計   44,680 33.8  46,109 33.6  50,632 35.4 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   2,059   1,082   1,266  

２．退職給付引当金   6,121   6,657   6,556  

３．役員退職慰労引当金   466   511   487  

４．転貸損失引当金   －   915   368  

５．その他   1,743   2,051   1,779  

固定負債合計   10,391 7.8  11,218 8.2  10,458 7.3 

負債合計   55,071 41.6  57,328 41.8  61,091 42.7 

（少数株主持分）           

少数株主持分   3,941 3.0  － －  6,603 4.6 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,893 5.2  － －  6,893 4.8 

Ⅱ 資本剰余金   7,489 5.7  － －  7,489 5.2 

Ⅲ 利益剰余金   58,476 44.2  － －  60,226 42.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   733 0.6  － －  1,196 0.9 

Ⅴ 自己株式   △417 △0.3  － －  △422 △0.3 

資本合計   73,174 55.4  － －  75,382 52.7 

負債、少数株主持分及び資
本合計   132,187 100.0  － －  143,078 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                 

１．資本金   － －  6,893 5.0  － －

２．資本剰余金   － －  7,489 5.4  － －

３．利益剰余金   － －  57,939 42.2  － －

４．自己株式   － －  △426 △0.3  － －

株主資本合計   － －  71,895 52.3  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

１．その他有価証券評価差額
金   － －  1,542 1.1  － －

評価・換算差額等合計   － －  1,542 1.1  － － 

Ⅲ 少数株主持分   － －  6,616 4.8  － － 

純資産合計   － －  80,054 58.2  － － 

負債純資産合計   － －  137,382 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   88,019 100.0  91,879 100.0  180,859 100.0 

Ⅱ 売上原価   52,617 59.8  53,944 58.7  107,757 59.6 

売上総利益   35,401 40.2  37,934 41.3  73,101 40.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１．広告宣伝費  3,380   3,705   7,022   

２．役員報酬及び給料手当  9,302   10,229   20,243   

３．賞与引当金繰入額  766   829   754   

４．退職給付費用  315   298   660   

５．役員退職慰労引当金繰入
額  18   23   38   

６．家賃地代  8,579   9,169   17,751   

７．減価償却費  596   639   1,284   

８．貸倒引当金繰入額  1   －   61   

９．その他  8,202 31,163 35.4 8,722 33,617 36.6 16,654 64,470 35.6 

営業利益   4,238 4.8  4,317 4.7  8,630 4.8 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  20   83   81   

２．受取配当金  14   20   23   

３．受取家賃  1,293   1,362   2,659   

４．受取手数料  266   256   547   

５．持分法による投資利益  138   －   138   

６．その他  234 1,967 2.2 193 1,916 2.1 335 3,786 2.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  34   18   58   

２．不動産賃貸費用  1,379   1,397   2,860   

３．転貸損失引当金繰入額 ※１ －   8   －   

４．その他  54 1,467 1.6 34 1,459 1.6 86 3,005 1.7 

経常利益   4,737 5.4  4,774 5.2  9,411 5.2 

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  －   120   －   

２．転貸損失引当金戻入益 ※１ －   60   －   

３．固定資産売却益 ※２ －   －   274   

４．投資有価証券売却益  －   －   0   

５．受取違約金  43   49   155   

６．受取損害補償金  －   16   －   

７．連結子会社合併に伴う持
分変動差益  － 43 0.0 － 246 0.2 521 951 0.5 

           
 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ 11   －   11   

２．固定資産除却損 ※４ 118   82   341   

３．店舗解約に伴う損失金  235   51   329   

４．合併関連費用 ※５ 14   －   19   

５．臨時償却費 ※６ －   －   60   

６．転貸損失引当金繰入額   －   666   368   

７．減損損失 ※７ － 379 0.4 3,745 4,545 4.9 － 1,129 0.6 

税金等調整前中間（当
期）純利益   4,401 5.0  474 0.5  9,233 5.1 

法人税、住民税及び事業
税  2,257   1,940   4,711   

法人税等調整額  △142 2,114 2.4 △826 1,113 1.2 △653 4,057 2.3 

少数株主利益   236 0.3  157 0.2  757 0.4 

中間（当期）純利益又は
中間純損失（△）   2,050 2.3  △796 △0.9  4,419 2.4

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,488  7,488 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  7,489  7,489 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   57,767  57,767 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  2,050 2,050 4,419 4,419 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,298  1,917  

２．役員賞与  42 1,341 42 1,959 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  58,476  60,226 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日 残高 

（百万円） 
6,893 7,489 60,226 △422 74,186 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △1,443   △1,443 

利益処分による役員賞与     △47   △47 

中間純損失（△）     △796   △796 

自己株式の取得       △3 △3 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △2,287 △3 △2,291 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
6,893 7,489 57,939 △426 71,895 

 

評価・換算差額等 

  少数株主持分    純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年２月28日 残高 

（百万円） 
1,196 1,196 6,603 81,986 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）       △1,443 

利益処分による役員賞与       △47 

中間純損失（△）       △796 

自己株式の取得       △3 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

  

345 345 12 358 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
345 345 12 △1,932 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
1,542 1,542 6,616 80,054 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 4,401 474 9,233 

減価償却費  617 657 1,328 

減損損失  － 3,745 － 

賃借料との相殺によ
る保証金返還額 

 798 834 1,707 

有形固定資産除却損  118 82 341 

有形固定資産売却損  11 － 11 

店舗解約に伴う損失
金 

 235 51 329 

貸倒引当金の増減額  △27 △120 19 

賞与引当金の増加額  130 75 55 

退職給付引当金の増
加額 

 65 100 206 

役員退職慰労引当金
の増減額 

 △1 23 19 

転貸損失引当金の増
加額  

 － 547 368 

受取利息及び配当金  △35 △104 △105 

支払利息  34 18 58 

売上債権の増減額  △460 △561 40 

たな卸資産の減少額  902 540 807 

持分法による投資利
益 

 △138 － △138 

仕入債務の増減額  △2,286 △3,511 1,357 

未払消費税等の増減
額 

 93 △140 138 

その他  872 △47 △270 

小計  5,330 2,666 15,508 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受
取額 

 29 78 84 

利息の支払額  △36 △20 △62 

法人税等の支払額  △1,318 △3,088 △3,135 

損害補償金の受取額  － 9 － 

合併関連費用の支払
額 

 △12 － △19 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 3,992 △354 12,375 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △1,590 △1,460 △1,370 

定期預金の払戻によ
る収入 

 1,693 810 1,973 

有形固定資産の取得
による支出 

 △612 △831 △1,138 

有形固定資産の除却
に伴う支出 

 △28 △17 △51 

有形固定資産の売却
による収入 

 3 － 1,036 

無形固定資産の取得
による支出 

 △190 △620 △190 

投資有価証券の取得
による支出 

 △4,549 △2,185 △7,084 

投資有価証券の売却
及び償還による収入 

 8 16 1,519 

投資その他の資産の
売却による収入 

 － 0 17 

保証金及び敷金の差
入による支出 

 △930 △1,053 △1,995 

保証金及び敷金の回
収による収入 

 543 655 1,388 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △5,652 △4,685 △5,896 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額 

 △30 － △30 

長期借入れによる収
入 

 1,300 1,000 1,300 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △1,334 △1,214 △2,766 

自己株式の取得によ
る支出 

 △3 △3 △8 

自己株式の売却によ
る収入 

 4 － 4 

連結子会社の自己株
式の取得による支出  

 － △0 △2 

割賦返済による支出   － △37 △37 

少数株主への配当金
の支払額 

 △59 △132 △118 

配当金の支払額  △1,294 △1,436 △1,912 

合併交付金の支払額   － － △20 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,418 △1,824 △3,592 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △3,077 △6,864 2,886 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 39,280 43,818 39,280 

Ⅵ 合併に伴う現金及び現
金同等物の増加額  

 － － 1,651 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

 36,202 36,954 43,818 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数   ２社 

 ㈱マックハウス 

チヨダ物産㈱ 

同左 

  

同左 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数 １社 

 ㈱レオ 

    ────── 
  

    ────── 
 当連結会計年度において連結子

会社㈱マックハウスとの合併によ

り持分法適用関連会社㈱レオは解

散いたしましたので持分法の適用

範囲から除外しておりますが、平

成17年９月１日に合併したため期

間相当分については持分法を適用

しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

（イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

（イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

（イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

    ────── 

②デリバティブ 

    ────── 
 ③たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法 

③たな卸資産 

商品 

 売価還元法による原価法 

 但し、連結子会社㈱マック

ハウスと㈱レオの合併に伴う

システム統合に時間を要する

ため、㈱レオの店舗在庫は個

別法による低価法を採用して

おります。なお、両社の評価

基準及び評価方法並びにシス

テム統合は、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」の適用

を見据え実施する予定であり

ます。 

③たな卸資産 

商品 

 売価還元法による原価法 

 但し、連結子会社㈱マック

ハウスと持分法適用関連会社

㈱レオの合併に伴うシステム

統合に時間を要するため、旧

㈱レオの店舗在庫は個別法に

よる低価法を採用しておりま

す。なお、両社の評価基準及

び評価方法並びにシステムの

統合は平成19年３月を予定し

ております。 

 （ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）及び定期

借地権付建物については定額

法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は、建物及

び構築物８年～34年、工具器

具備品６年～10年でありま

す。 

（ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）及び定期

借地権付建物については定額

法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は、建物及

び構築物５年～34年、工具器

具備品５年～10年でありま

す。 

（ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ②無形固定資産 

 商標権については、見積有

効期間に基づき均等に償却し

ております。 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

 商標権については、見積有

効期間に基づき均等に償却し

ております。 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

 営業権については連結子会

社㈱マックハウスにおいて発

生時に一括して費用処理して

おります。 

 （ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

（ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当中間連

結会計期間の負担額を計上し

ております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上してお

ります。 

 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 また過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 また過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 ④役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基

づく中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

     ────── 
  

⑤転貸損失引当金 

 店舗閉店に伴い賃貸借契約

の残存期間に発生する損失に

備えるため、閉店し転貸を決

定した店舗等について、支払

義務のある賃借料から転貸に

よる賃貸料を控除した金額等

その損失額を見積計上してお

ります。 

⑤転貸損失引当金 

 連結子会社㈱マックハウス

において、店舗閉鎖に伴い賃

貸借契約の残存期間に発生す

る損失に備えるため、転貸を

決定した店舗について、支払

義務のある賃料総額から転貸

による見込賃料収入総額を控

除した金額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

 平成17年９月１日の連結子

会社㈱マックハウスと持分法

適用関連会社㈱レオとの合併

に伴い、転貸物件が増加して

いく可能性が高くなったた

め、当下半期より転貸損失引

当金を計上しております。 

 （ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 

（ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

    ────── 

（ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

    ────── 

 （ホ）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

（ホ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

（ホ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

 （ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。 

 なお、繰延ヘッジの特例処

理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理

を採用しております。 

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 同左 

  

  

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ

取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象…借入金の支払

利息 

 ヘッジ対象…借入金の利息 同左 

 ③ヘッジ方針 

 金利スワップ取引は、借入

金の金利変動リスクを回避す

る目的で行っており、対象債

務の範囲内でヘッジを行って

おります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引の特例処

理の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略して

おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 （ト）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

（ト）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

（ト）その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



会計方針の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）  ────── 

   当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31

日））を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益は

172百万円増加し、税金等調整前中間

純利益は3,469百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

 ────── （転貸損失引当金） 

 当社においては、従来、転貸してい

る店舗等の損益について、受取家賃及

び支払家賃を発生した期の損益として

計上しておりましたが、店舗の採算管

理を強化したことにより店舗の閉店と

その転貸が増加したこと、「固定資産

の減損に係る会計基準」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）の適用に伴い、固定資産管理シス

テム及び店舗管理体制の見直し強化を

図った結果、店舗ごとに閉店し転貸す

ること等による差引損失額を見積るこ

とが可能となったことから、当中間連

結会計期間より当該損失額を転貸損失

引当金として計上することとしまし

た。この変更により、転貸損失引当金

繰入額が666百万円発生し、税金等調

整前中間純利益が同額減少しておりま

す。 

────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準（「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日））を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は73,437百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

（中間連結貸借対照表） 

投資事業有限責任組合契約は、前中間連結会計期間ま

で、投資その他の資産の「その他」に含めて表示してお

りましたが、証券取引法の改正（平成16年法律第97号）

により、投資事業有限責任組合等への出資が有価証券に

含まれたことに伴い、当中間連結会計期間より「投資有

価証券」に含めて表示しております。 

なお、前中間連結会計期間における投資その他の資産

の「その他」に含まれる投資事業有限責任組合契約の金

額は35百万円であります。 

────── 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する連結会計年

度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間連結会計期間

から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が149百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

同額減少しております。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する連結会計年

度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が274百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

11,408百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

      13,840百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

     13,729百万円 

※２．連結子会社㈱マックハウスの

ファクタリング債務でありま

す。 

なお、連結子会社㈱マックハ

ウスは当中間連結会計期間よ

り、一部の債務の支払につい

て、従来の手形による支払に

代え、ファクタリング方式に

よる支払を採用しておりま

す。 

※２．連結子会社㈱マックハウスの

ファクタリング債務でありま

す。 

  

※２．連結子会社㈱マックハウスの

ファクタリング債務でありま

す。 

なお、連結子会社㈱マックハ

ウスは当連結会計年度より、

一部の債務の支払について、

従来の手形による支払に代

え、ファクタリング方式によ

る支払を採用しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．   ────── ※１．転貸損失引当金繰入額8百万円

及び転貸損失引当金戻入益60

百万円は連結子会社㈱マック

ハウスにおいて店舗を閉店し

転貸したこと等に伴い計上し

たものであります。なお、転

貸損失引当金戻入益は、転貸

条件等の変更によるものであ

ります。    

※１．   ────── 

※２．   ────── ※２．   ────── ※２．固定資産売却益274百万円は、

主に土地の売却によるもので

あります。 

※３．固定資産売却損11百万円は、

建物及び構築物の売却による

ものであります。 

※３．   ────── ※３．固定資産売却損11百万円は、

建物及び構築物の売却による

ものであります。 

※４．固定資産除却損118百万円は、

店舗の閉店及び改装によるも

のであります。内訳は以下の

とおりであります。 

※４．固定資産除却損82百万円は、

店舗の閉店及び改装によるも

のであります。内訳は以下の

とおりであります。 

※４．固定資産除却損341百万円は、

店舗の閉店及び改装によるも

のであります。内訳は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 74百万円

その他（撤去費

用他） 
  43百万円

建物及び構築物   25百万円

その他（撤去費

用他） 
  57百万円

建物及び構築物  207百万円

その他（撤去費

用他） 
 134百万円

※５．連結子会社㈱マックハウスと

持分法適用関連会社㈱レオと

の合併に伴う費用でありま

す。なお、合併の概要につい

ては「重要な後発事象」に記

載しております。 

※５．   ────── ※５．   ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※６．   ────── ※６．   ────── ※６．臨時償却費は、子会社におい

て、合併に伴いコンピュータ

ーシステムの統合を進めてお

り、情報機器やソフトウェア

の統合後使用しなくなる減価

償却予定額を計上しておりま

す。 

※７．   ────── ※７．当中間連結会計期間におい

て、当社及び連結子会社㈱マ

ックハウスは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

しました。 

用途  種類  場所 

減損 

損失  

(百万円)

 店舗 

建物及び設

備、工具器具

備品、土地、

その他、リー

ス資産 

東京都

他 
3,554

 転貸 

 資産 

建物及び設

備、工具器具

備品、土地、

その他 

北海道

他 
106

 厚生 

 施設 

建物及び設

備、工具器具

備品、土地、

その他 

大分県

他 
50

 遊休 

 資産 

建物及び設

備、工具器具

備品、その他

山形県

他 
34

※７．   ────── 

  当社及び連結子会社㈱マッ

クハウスは、店舗をグルーピ

ングの最小単位としており、

転貸資産、厚生施設及び遊休

資産につきましては個別物件

単位又は個別資産単位にグル

ーピングしております。 

 当中間連結会計期間におい

て、継続的に営業損失を計上

している又は将来キャッシ

ュ・フローが資産の帳簿価額

を下回る資産グループ及び市

場価格が著しく下落している

資産グループにつきまして、 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、3,745百万円を減損損

失として特別損失に計上しま

した。  

 その種類別の内訳は以下の

とおりであります。 

 なお、資産グループの回収

可能価額は、路線価等に基づ

き算定した正味売却価額と将

来キャッシュ・フローを4.8％

（連結子会社㈱マックハウス

においては5.8％）で割り引い

て算定した使用価値のいずれ

か高い価額によっておりま

す。 

種類
金額  
(百万円) 

建物及び設備 1,436

工具器具備品 208

土地 1,440

有形固定資産の「その他」 79

無形固定資産 127

投資その他の資産の「その
他」 

37

リース資産 417

合計 3,745

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加1,328株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  41,609,996 － － 41,609,996 

合計 41,609,996 － － 41,609,996 

自己株式     

普通株式 （注） 378,522 1,328 － 379,850 

合計 378,522 1,328 － 379,850 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 1,443 35.00 平成18年２月28日 平成18年５月25日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月６日 

取締役会 
普通株式 618 利益剰余金 15.00 平成18年８月31日 平成18年11月10日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額と関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額と関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額と関係 

（平成17年８月31日現在） （平成18年８月31日現在） （平成18年２月28日現在） 

現金及び預金勘定  38,234百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,032百万円

現金及び現金同等物  36,202百万円

現金及び預金勘定  38,956百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,002百万円

現金及び現金同等物  36,954百万円

  

重要な非資金取引の内容 

 当連結会計年度に連結子会社であ

る㈱マックハウスと合併した持分法

適用関連会社である㈱レオより引き

継いだ資産及び負債の主な内訳は次

のとおりであります。 

現金及び預金勘定  46,070百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△2,252百万円

現金及び現金同等物 43,818百万円

 

流動資産 3,911百万円

固定資産 3,572百万円

資産合計 7,484百万円
  

流動負債   2,765百万円

固定負債 476百万円

負債合計  3,241百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) (百万円) (百万円) 

建物及び構
築物 

249 34 215 

その他 
(工具器具
備品) 

3,557 1,773 1,784 

無形固定資
産 
(ソフトウ
ェア) 

420 351 69 

合計 4,228 2,159 2,068 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及
び構築
物 

835 129 31 674 

その他 
(工具
器具
備品) 

3,783 602 1,471 1,709 

無形固
定資産 
(ソフ
トウ
ェア) 

189 85 － 103 

合計 4,808 817 1,502 2,488 

 

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

(百万円) (百万円) (百万円)

建物及び構
築物 

509 76 432 

その他 
(工具器具
備品) 

3,423 1,503 1,919 

無形固定資
産 
(ソフトウ
ェア) 

189 67 121 

合計 4,122 1,648 2,474 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 672百万円

１年超 1,417百万円

合計 2,090百万円

１年内    842百万円

１年超 2,014百万円

合計 2,856百万円

１年内     775百万円

１年超  1,724百万円

合計   2,500百万円

  

  

リース資産減損勘

定の残高 
344百万円

  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料    403百万円

減価償却費相当額    385百万円

支払利息相当額   16百万円

支払リース料    465百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
72百万円

減価償却費相当額 369百万円

支払利息相当額  25百万円

減損損失  417百万円

支払リース料    836百万円

減価償却費相当額    801百万円

支払利息相当額     37百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年８月31日現在） 

有価証券 

  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,234 2,467 1,233 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 520 521 1 

合計 1,755 2,989 1,234 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

非上場外国債券 4,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 17 

投資事業有限責任組合契約 35 

 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 5,000 4,202 △797 

合計 5,000 4,202 △797 



２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年２月28日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,954 6,554 2,600 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10 10 － 

合計 3,964 6,564 2,600 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 17 

投資事業有限責任組合契約 16 

 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 5,000 4,264 △735 

合計 5,000 4,264 △735 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,769 3,786 2,016 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 10 10 － 

合計 1,779 3,796 2,016 



３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 17 

投資事業有限責任組合契約 33 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成18年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度末（平成18年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社及び連結子会社は、その取扱い商品の種類、性質、販売市場等の類似性から判断して、同種の服飾関連

事業（靴、衣料品等）及び補完的事業を営んでいるため、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連

結会計年度とも事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 当社及び連結子会社は、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度ともすべて国内に所

在しているため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも海外売上がないため、該当事項はありま

せん。 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,774.62円

１株当たり中間純利益

金額 
  49.71円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
49.71円

１株当たり純資産額 1,781.16円

１株当たり中間純損失

金額 
△19.31円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益につきましては、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

１株当たり純資産額  1,827.12円

１株当たり当期純利益

金額 
106.01円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
  106.01円

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日）

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日）

前連結会計年度末 
（平成18年２月28日）

純資産の部の合計額（百万円） － 80,054 － 

純資産の部の合計額から控除する金

額（百万円） 
－ 6,616 － 

（うち少数株主持分） (－) (6,616) (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円） 
－ 73,437 － 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）普通株式の数

（株） 

－ 41,230,146 － 



 （注）２．１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は中間純損失金額（△） 
   

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
2,050 △796 4,419 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 47 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(－) (－) (47) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失（△）（百万円） 
2,050 △796 4,371 

普通株式の期中平均株式数（株） 41,232,353 41,230,705 41,232,408 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式増加数（株） 1,554 － 783 

（うち自己株式取得方式によるスト

ック・オプション（株）） 
(1,554) (－) (783) 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ㈱マックハウスと㈱レオの合併 

当社の連結子会社㈱マックハウス

と持分法適用関連会社㈱レオとは平

成17年５月25日開催の㈱マックハウ

スの定時株主総会及び平成17年５月

26日開催の定時株主総会における合

併契約書の承認決議を得て、平成17

年９月1日に合併いたしました。 

なお、合併の概要は、次のとおり

であります。 

（１）合併期日 

平成17年９月１日 

 （２）合併の方法 

㈱マックハウスを存続会社

とする吸収合併方式で㈱レオ

は解散いたしました。 

 （３）合併に際して発行した株式 

㈱マックハウスは、合併に

際して普通株式を発行し、合

併期日前日の㈱レオの株主名

簿に記載または記録された各

株主に対し、その所有する㈱

レオの普通株式１株につき㈱

マックハウスの普通株式0.45

株の割合をもって、これを割

当交付しました。㈱マックハ

ウスは、合併による新株の発

行はいたしますが、資本金の

増加は行いません。 

 （４）合併交付金 

㈱レオの平成17年８月31日

の最終の株主名簿（実質株主

名簿を含む）に記載または記

録された株主（実質株主を含

む）または登録質権者に対

し、平成17年3月1日から平成

17年8月31日に至る中間配当に

代えて、１株につき7円の合併

交付金を支払います。 

────── ────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 （５）配当起算日 

合併に際して発行される新

株式に対する利益配当金の計

算は、合併期日を起算日とし

ます。 

 （６）会社財産の引継 

合併に伴い㈱マックハウス

が引継いだ当社の資産及び負

債は以下のとおりでありま

す。 

資産合計 7,403百万円 

負債合計 3,133百万円 

なお、当社は当中間連結会

計期間において、㈱レオを持

分法適用関連会社として評価

しております。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  30,544   27,668   31,780   

２．受取手形   0   －   0   

３．売掛金  1,655   1,716   1,261   

４．たな卸資産  28,387   27,290   27,621   

５．繰延税金資産  394   420   457   

６．その他  1,459   1,469   1,483   

  貸倒引当金  △12   △13   △43   

流動資産合計   62,429 59.9  58,551 56.8  62,560 59.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び設備  5,509   4,383   5,452   

(2）工具器具備品  606   689   594   

(3）土地  3,066   1,680   3,066   

(4）その他  497   341   436   

計  9,680   7,095   9,549   

２．無形固定資産  524   812   505   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  8,194   12,752   10,000   

(2）保証金及び敷金  20,250   19,183   19,517   

(3）破産・更生債権等  75   32   18   

(4）繰延税金資産  1,858   2,277   1,603   

(5）その他  1,390   2,419   1,327   

  貸倒引当金  △179   △89   △135   

計  31,588   36,575   32,332   

固定資産合計   41,793 40.1  44,483 43.2  42,386 40.4 

資産合計   104,222 100.0  103,034 100.0  104,947 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．支払手形   11,719   10,355   12,053   

２．買掛金   14,642   14,912   14,060   

３．未払法人税等   1,630   1,417   1,729   

４．賞与引当金   605   591   542   

５．その他   2,757   2,786   2,607   

流動負債合計    31,354 30.1  30,062 29.2  30,993 29.5 

Ⅱ 固定負債            

１．退職給付引当金   5,433   5,575   5,518   

２．役員退職慰労引当金   395   415   406   

３．転貸損失引当金   －   702   －   

４．リース資産減損勘定   －   226   －   

５．その他   1,305   1,268   1,279   

固定負債合計    7,134 6.8  8,188 7.9  7,205 6.9 

負債合計    38,489 36.9  38,251 37.1  38,198 36.4 

            

（資本の部）            

Ⅰ 資本金    6,893 6.6  － －  6,893 6.6 

Ⅱ 資本剰余金            

１．資本準備金   7,486   －   7,486   

２．その他資本剰余金            

  自己株式処分差益   2   －   2   

資本剰余金合計    7,489 7.2  － －  7,489 7.1 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   845   －   845   

２．任意積立金   45,000   －   45,000   

３．中間（当期）未処分利益   5,189   －   5,747   

利益剰余金合計    51,034 49.0  － －  51,593 49.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金    733 0.7  － －  1,196 1.1 

Ⅴ 自己株式    △417 △0.4  － －  △422 △0.4 

資本合計    65,732 63.1  － －  66,749 63.6 

負債資本合計    104,222 100.0  － －  104,947 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１. 資本金    － －  6,893 6.7  － － 

２. 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   7,486   －   

(2）その他資本剰余金   －   2   －   

資本剰余金合計    － －  7,489 7.3  － － 

３. 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   845   －   

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －   45,000   －   

繰越利益剰余金   －   3,439   －   

利益剰余金合計    － －  49,284 47.8  － － 

４. 自己株式    － －  △426 △0.4  － － 

株主資本合計    － －  63,240 61.4   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

その他有価証券評価差額金    － －  1,542 1.5  － － 

評価・換算差額等合計    － －  1,542 1.5  － － 

純資産合計    － －  64,783 62.9  － － 

負債純資産合計    － －  103,034 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   66,983 100.0  65,048 100.0  130,790 100.0 

Ⅱ 売上原価   41,176 61.5  39,487 60.7  80,738 61.7 

売上総利益   25,806 38.5  25,560 39.3  50,052 38.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   22,925 34.2  22,694 34.9  45,313 34.7 

営業利益   2,881 4.3  2,866 4.4  4,739 3.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,465 2.2  1,645 2.5  2,903 2.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  974 1.5  1,028 1.5  2,009 1.5 

経常利益   3,372 5.0  3,483 5.4  5,633 4.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  14 0.0  99 0.1  74 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※4,5  317 0.4  3,942 6.1  541 0.4 

税引前中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)   3,069 4.6  △360 △0.6  5,166 4.0 

法人税、住民税及び事業
税  1,531   1,354   2,578   

法人税等調整額  △112 1,418 2.1 △874 480 0.7 △239 2,338 1.8 

中間(当期)純利益又は中
間純損失(△)   1,651 2.5  △840 △1.3  2,828 2.2 

前期繰越利益   3,537   －   3,537  

中間配当額   －   －   618  

中間(当期)未処分利益   5,189   －   5,747  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 （注） 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

 
資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
 剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計  別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年２月28日 残高 

（百万円） 
6,893 7,486 2 7,489 845 45,000 5,747 51,593 △422 65,553 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）             △1,443 △1,443   △1,443 

利益処分による役員賞与             △25 △25   △25 

中間純損失（△）             △840 △840   △840 

自己株式の取得                 △3 △3 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
－ － － － － － △2,308 △2,308 △3 △2,312 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
6,893 7,486 2 7,489 845 45,000 3,439 49,284 △426 63,240 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年２月28日 残高 

（百万円） 
1,196 1,196 66,749 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △1,443 

利益処分による役員賞与     △25 

中間純損失（△）     △840 

自己株式の取得     △3 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動

額（純額) 

345 345 345 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
345 345 △1,966 

平成18年８月31日 残高 

（百万円） 
1,542 1,542 64,783 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）及び定期

借地権付建物については定額

法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は、建物設

備34年、工具器具備品10年で

あります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）及び定期

借地権付建物については定額

法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は、建物設

備34年、工具器具備品７～10

年であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 商標権については、見積有

効期間に基づき均等に償却し

ております。 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当事業年

度の負担額を計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 また過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 また過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基

づく中間会計期間末要支給額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。 

 ────── 

  

(5）転貸損失引当金 

 店舗閉店に伴い賃貸借契約

の残存期間に発生する損失に

備えるため、閉店し転貸を決

定した店舗等について、支払

義務のある賃借料から転貸に

よる賃貸料を控除した金額等

その損失額を見積計上してお

ります。 

────── 

  

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建資産及び負債は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算しております。 

────── ────── 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

なお、未払消費税等と仮払消費

税等は相殺し、その差額を流動

負債の「その他」に含めて表示

しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



会計方針の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

  当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日））

を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益は

134百万円増加し、税引前中間純損失

は2,989百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 

────── （転貸損失引当金） 

 従来、転貸している店舗等の損益に

ついて、受取家賃及び支払家賃を発生

した期の損益として計上しておりまし

たが、店舗の採算管理を強化したこと

により店舗の閉店とその転貸が増加し

たこと、「固定資産の減損に係る会計

基準」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）の適用に伴い、固

定資産管理システム及び店舗管理体制

の見直し強化を図った結果、店舗ごと

に閉店し転貸すること等による差引損

失額を見積ることが可能となったこと

から、当中間会計期間より当該損失額

を転貸損失引当金として計上すること

としました。この変更により、転貸損

失引当金繰入額が694百万円発生し、

税引前中間純損失が同額増加しており

ます。 

────── 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

────── 

  当中間会計期間より、貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

（「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日））

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は64,783百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

 



表示方法の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

(中間貸借対照表） 

投資事業有限責任組合契約は、前中間会計期間まで、

投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

したが、証券取引法の改正（平成16年法律第97号）によ

り、投資事業有限責任組合等への出資が有価証券に含ま

れたことに伴い、当中間会計期間より「投資有価証券」

に含めて表示しております。 

なお、前中間会計期間における投資その他の資産の

「その他」に含まれる投資事業有限責任組合契約の金額

は35百万円であります。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が112百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が同額減

少しております。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が187百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

8,799百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

 9,085百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

     8,927百万円 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．営業外収益の主な内訳 ※１．営業外収益の主な内訳 ※１．営業外収益の主な内訳 

受取利息 5百万円

受取配当金 143百万円

受取家賃 915百万円

受取手数料 236百万円

受取利息  7百万円

受取配当金    237百万円

受取家賃    986百万円

受取手数料    213百万円

受取利息     36百万円

受取配当金  268百万円

受取家賃  1,898百万円

受取手数料  459百万円

※２．営業外費用の主な内訳 ※２．営業外費用の主な内訳 ※２．営業外費用の主な内訳 

不動産賃貸費用 941百万円 不動産賃貸費用  1,017百万円 不動産賃貸費用  1,951百万円

※３．特別利益の主な内訳 ※３．特別利益の主な内訳 ※３．特別利益の主な内訳 

受取違約金 14百万円 貸倒引当金 

戻入益 
   75百万円

受取違約金   23百万円

受取違約金   72百万円

※４．特別損失の主な内訳 ※４．特別損失の主な内訳 ※４．特別損失の主な内訳 

固定資産売却損 11百万円

固定資産除却損 73百万円

店舗解約に伴う

損失金 
233百万円

   

固定資産除却損   50百万円

店舗解約に伴う

損失金 
   49百万円

転貸損失引当金

繰入額 
 694百万円

減損損失  3,147百万円

固定資産売却損   11百万円

固定資産除却損    212百万円

店舗解約に伴う

損失金 
   318百万円

   

 



前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※５．   ────── ※５．減損損失 

 当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しまし

た。 

※５．   ────── 

 

用途  種類  場所 

減損  

損失  

(百万円)

 店舗 

建物及び設

備、工具器具

備品、土地、

その他、リー

ス資産 

東京都

他 
2,956

 転貸 

 資産 

建物及び設

備、工具器具

備品、土地、

その他 

北海道

他 
106

 厚生 

 施設 

建物及び設

備、工具器具

備品、土地、

その他 

大分県

他 
50

 遊休 

 資産 

建物及び設

備、工具器具

備品、その他

山形県

他 
34

 

  当社は、店舗をグルーピン

グの最小単位としており、転

貸資産、厚生施設及び遊休資

産につきましては個別物件単

位又は個別資産単位にグルー

ピングしております。 

 当中間会計期間において、

継続的に営業損失を計上して

いる又は将来キャッシュ・フ

ローが資産の帳簿価額を下回

る資産グループ及び市場価格

が著しく下落している資産グ

ループにつきまして、帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し、3,147百万円を減損損失と

して特別損失に計上しまし

た。 

 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,328株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  その種類別の内訳は以下の

とおりであります。 

種類
金額  
(百万円) 

建物及び設備 1,165

工具器具備品 143

土地 1,385

有形固定資産の「その他」 79

無形固定資産 79

投資その他の資産の「その
他」 

12

リース資産 281

合計 3,147

 

  なお、資産グループの回収

可能価額は、路線価等に基づ

き算定した正味売却価額と将

来キャッシュ・フローを4.8％

で割り引いて算定した使用価

値のいずれか高い価額によっ

ております。 

 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 430百万円

無形固定資産 14百万円

有形固定資産    394百万円

無形固定資産   60百万円

有形固定資産    885百万円

無形固定資産   35百万円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 378,522 1,328 － 379,850 

合計 378,522 1,328 － 379,850 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具備
品 

2,512 1,245 1,266 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万
円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器
具備品 

2,649 1,366 275 1,007 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具備
品 

2,498 1,268 1,230 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 475百万円 

１年超 808百万円 

合計 1,284百万円 

１年内 478百万円

１年超 764百万円

合計 1,243百万円

１年内 478百万円

１年超 768百万円

合計 1,247百万円

 リース資産減損勘

定の残高 
226百万円

 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 262百万円

減価償却費相当額 251百万円

支払利息相当額 10百万円

支払リース料    276百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
   54百万円

減価償却費相当額 207百万円

支払利息相当額   11百万円

減損損失    281百万円

支払リース料   529百万円

減価償却費相当額    508百万円

支払利息相当額   21百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 （注） 当社の保有する関連会社株式は、すべて㈱レオであります。 

同社は平成17年９月１日付で連結子会社㈱マックハウスと合併するため、平成17年８月26日付で㈱ジャスダッ

ク証券取引所の上場を廃止しており、関連会社株式の時価は㈱マックハウスとの合併比率等を考慮して算定し

ております。 

当中間会計期間末（平成18年８月31日現在） 

 子会社株式で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成18年２月28日現在） 

 子会社株式で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 836 16,311 15,474 

関連会社株式 235 856 621 

合計 1,072 17,168 16,096 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,072 19,247 18,174 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,072 24,020 22,948 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１株当たり純資産額 1,594.16円

１株当たり中間純利益

金額 
40.04円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
40.04円

１株当たり純資産額 1,571.25円

１株当たり中間純損失

金額 
△20.37円

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 1,618.28円

１株当たり当期純利益

金額 
67.97円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
67.97円

 
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日) 

前事業年度末 
（平成18年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円） － 64,783 － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 64,783 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）普通株式の数

（株） 

－ 41,230,146 － 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は中間純損失金額（△） 
   

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
1,651 △840 2,828 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 25 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(－) (－) (25) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失（△）（百万円） 
1,651 △840 2,802 

普通株式の期中平均株式数（株） 41,232,353 41,230,705 41,232,408 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
－ － － 

普通株式増加数（株） 1,554 － 783 

（うち自己株式取得方式によるスト

ック・オプション（株）） 
(1,554) (－) (783) 



(2）【その他】 

① 平成18年10月６日開催の取締役会において、定款第41条の規定に基づき平成18年８月31日における最終の株主

名簿等に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、下記のとおり中間配当を支払うことが承認可決さ

れました。 

(イ）中間配当金総額 618,452,190円

(ロ）１株当たり中間配当金 15.00円

(ハ）支払請求権の効力発生日

ならびに支払開始日 
平成18年11月10日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成17年11月25日 

株式会社チヨダ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川村 博  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 津田 英嗣 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社チヨダの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社チヨダ及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成17年９月１日に子会社である株式会社マックハウスと関連会社である

株式会社レオとが合併している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成18年11月21日 

株式会社チヨダ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 後藤 孝男 印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 津田 英嗣 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社チヨダの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月１日から平

成18年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社チヨダ及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１.「会計方針の変更」に記載したとおり、当中間連結会計期間より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用してい 

  る。 

２.「会計方針の変更」に記載したとおり、当中間連結会計期間より転貸損失引当金を計上している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成17年11月25日 

株式会社チヨダ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川村 博  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 津田 英嗣 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社チヨダの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１日から平成

17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社チヨダの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３月１日

から平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成18年11月21日 

株式会社チヨダ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 後藤 孝男 印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 津田 英嗣 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社チヨダの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成18年３月１日から平成

18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社チヨダの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３月１日

から平成18年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１.「会計方針の変更」に記載したとおり、当中間会計期間より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用している。 

２.「会計方針の変更」に記載したとおり、当中間会計期間より転貸損失引当金を計上している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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